
（単位：千円）

科　目 金　額 科　目 金　額

 流  動  資  産 5,124,991  流  動  負  債 1,190,645

現 金 及 び 預 金 3,529,329 170,004

電 子 記 録 債 権 522,036 557,387

売 掛 金 922,273 41,046

貯 蔵 品 14,668 8,746

前 払 費 用 104,786 91,859

未 収 金 8,383 20,607

未 収 消 費 税 等 10,266 285,635

そ の 他 15,292 3,975

貸 倒 引 当 金 △ 2,046 11,383

 固  定  資  産 8,766,155  固  定  負  債 2,162,683

有形固定資産 6,916,036 1,076,652

建 物 3,732,234 190,800

構 築 物 304,475 45,808

機 械 及 び 装 置 836,235 825,890

車 両 及 び 運 搬 具 9,545 4,299

工 具 器 具 及 び 備 品 290,064 19,233

土 地 849,781 

リ ー ス 資 産 864,105 3,353,328

建 設 仮 勘 定 29,594 

無形固定資産 155,159  株　主　資  本  10,447,105

電 話 加 入 権 7,978 資　本　金 1,000,000

ソ フ ト ウ ェ ア 140,968 

そ の 他 6,211 利益剰余金 9,447,105

250,000

投資その他の資産 1,694,959 9,197,105

投 資 有 価 証 券 495,464 固定資産圧縮積立金 47,934

関 係 会 社 株 式 657,495 別 途 積 立 金 6,870,000

長 期 前 払 費 用 1,378 繰 越 利 益 剰 余 金 2,279,170 

前 払 年 金 費 用 381,409 

長 期 性 預 金 100,000  評価・換算差額等 90,713 

差 入 保 証 金 36,376 その他有価証券評価差額金 90,713 

そ の 他 31,003 

貸 倒 引 当 金 △ 8,168 

10,537,818

13,891,147 13,891,147負債及び純資産合計資  産  合  計

(純資産の部)

そ の 他 利 益 剰 余 金

未 払 法 人 税 等

利 益 準 備 金

純　資　産  合  計

負  債  合  計

資 産 除 去 債 務

そ の 他

繰 延 税 金 負 債

貸 借 対 照 表
（令和５年３月31日現在）

(資産の部) (負債の部)

未 払 金

１年以内返済長期借入金

未 払 費 用

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

長 期 リ ー ス 債 務

リ ー ス 債 務

預 り 金

そ の 他

長 期 借 入 金

賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金



7,356,830

4,066,254

3,290,575

販売費及び一般管理費 3,196,195

94,379 

16,517

21,757 38,274

18,253

0 18,253

114,400 

628 628

2,812

488 3,300

111,728 

1,406

52,348 53,754 

57,973 

支 払 利 息

そ の 他 の 営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税､住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

特 別 利 益

そ の 他 特 別 利 益

そ の 他 特 別 損 失

売 上 高

損 益 計 算 書
(令和４年４月１日から令和５年３月31日まで)

（単位：千円）

科　目 金　額

そ の 他 の 営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

売 上 原 価

売 上 総 利 益

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金



1,000,000    250,000       49,673        6,870,000     2,249,458 9,419,131     10,419,131   96,988        96,988        10,516,120   

固定資産圧縮積立金の取崩し △ 1,738 1,738 -                -                -                -                

剰余金の配当 △ 30,000 △ 30,000 △ 30,000 -                △ 30,000 

当期純利益 57,973 57,973 57,973 -                57,973 

-                -                △ 6,275 △ 6,275 △ 6,275 

-                -                △ 1,738 -                 29,712 27,973 27,973 △ 6,275 △ 6,275 21,698 

1,000,000    250,000 47,934 6,870,000 2,279,170 9,447,105 10,447,105 90,713 90,713 10,537,818 

別途積立金
繰越利益
剰余金

株
主
資
本

事
業
年
度
中
の
変
動
額

当期末残高

株主資本以外の項目（純額）

事業年度中の変動額合計

当期首残高

利益剰余金
合計

その他利益剰余金

固定資産
圧縮積立金

純資産
合計

株主資本等変動計算書
（令和４年４月１日から　令和５年３月31日まで）

（単位：千円）

利益剰余金

利益準備金

株主資本
合計

株　　主　　資　　本

資本金

評価・換算差額等

評価・換算
差額等合計

その他
有価証券

評価差額金



 

個別注記表 

 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(１) 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式  総平均法に基づく原価法 

その他有価証券 

        時価のあるもの     期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法によ

り算定） 

        時価のないもの     総平均法に基づく原価法 

(２) 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産  定率法（リース資産を除く） 

但し平成 10 年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

及び平成 28 年４月１日以降に取得した構築物については定額法を採

用しております。 

無形固定資産  定額法（リース資産を除く） 

なお自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法を採用しております。 

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用し

ております。 

(３) 引当金の計上基準 

     貸 倒 引 当 金     諸債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討した貸倒見積額を計上してお

ります。 

        賞 与 引 当 金     従業員の賞与の支給に充てるため、対象期間に応じた支給見

込額を計上しております。 

       役 員 賞 与 引 当 金    役員の賞与の支給に充てるため、対象期間に応じた支給見込

額を計上しております。 

    退 職 給 付 引 当 金     従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

               退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末

までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によ

っております。 

                   過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）で、定額法により償却してお

ります。数理計算上の差異については、各事業年度の発生時に



 

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10 年）によ

る定額法により、それぞれ発生の翌事業年度から償却しており

ます。   

      役員退職慰労引当金     役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく事業年

度末要支給額を計上しております。 

（４）収益及び費用の計上基準  当社はテレビ放送事業を主な事業としています。主な履行義

務は顧客との契約に基づき、視聴者に番組と広告を放送するこ

とであり、放送された時点で収益を認識しています。 

（５）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示をしております。 

 

Ⅱ.会計上の見積りに関する注記 

（繰延税金資産の回収可能性） 

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額 

繰延税金資産（純額） -千円 

（繰延税金負債との相殺の金額は 128,682 千円であります）  

（２）その他の情報 

繰延税金資産は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額を合理的に見積

り算出しております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響

を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場

合、翌事業年度以降の計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があ

ります。 

 

Ⅲ．貸借対照表に関する注記 

（１）有形固定資産の減価償却累計額      6,193,289 千円 

（２）国庫補助金等による固定資産圧縮額      90,404 千円 

（３）保証債務 

    金融機関からの借入に対する保証債務 

     従業員（社内制度に基づく貸付）          3,931 千円 

（４）関係会社に対する短期金銭債権        24,559 千円 

 関係会社に対する短期金銭債務               101,532 千円 

（５）関係会社株式のうち 610,167 千円については、有価証券消費貸借契約により貸付を 

行っております。  

 

Ⅳ．損益計算書に関する注記 

  関係会社との取引高 

    営業取引による取引高 

     売上高                                 175,247 千円 

     仕入高                   895,284 千円 

     販売費及び一般管理費           200,071 千円 

  営業取引以外の取引               4,670 千円   

 

 



 

Ⅴ．株主資本等変動計算書に関する注記 

 (１) 当事業年度末における発行済株式数  普通株式  2,000 千株 

 (２) 剰余金の配当   配当金支払額  

決 議 
株式の 
種類 

配当金の総額 
(千円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

令和４年６月 20 日

定時株主総会 
  普通株式 30,000 15 

令和４年 
３月 31 日 

令和４年 
 ６月 21日 

    
   基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決 議 
株式の
種類 

配当の 
原資 

配当金の 
総額 

（千円） 

１株当たり
配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

令和５年６月 19 日

定時株主総会 

 普通 
 株式 

利益 
剰余金 

20,000 10 
令和５年 
３月 31 日 

令和５年 
６月 20 日 

 

Ⅵ．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産（評価性引当額△107,788 千円）の発生の主な原因は、賞与引当金、役員退

職慰労引当金、会員権評価損に加え、将来の課税所得を見積り、繰延税金資産の回収可能性

を見直した結果によるものであります。繰延税金負債の発生の主な原因は前払年金費用で

あります。 

 

Ⅶ. 金融商品に関する注記 

(１) 金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については預金等に限定し、銀行からの借入により資金を調達しており

ます。 

長期性預金はデリバティブ内包型預金（マルチコーラブル預金）であり、当社から中途解

約を申し入れた場合に中途解約清算金を支払う義務が発生するリスクがあります。投資有

価証券は主として株式であり、関係会社株式を含めて上場株式については１ヶ月ごとに時

価の把握を行っております。 

借入金、ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調

達を目的としたものであります。借入金については、原則固定金利による約定返済とするこ

とにより、市場リスクに対応しております。 

(２) 金融商品の時価に関する事項  

令和５年３月 31 日（当事業年度の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない投資有価証券（貸借対照

表計上額 43,290 千円）は「(2)投資有価証券 その他有価証券」に含めておらず、市場価格

のない関係会社株式（貸借対照表計上額 47,328 千円）は「(3)関係会社株式 その他の関係

会社」には含めておりません。 

また、現金及び預金については現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価

が帳簿価格に近似するものであることから、注記を省略しております。電子記録債権、売掛

金、未払金については短期間で決済されるため時価が帳簿価格に近似するものであること

から、注記を省略しております。 

 



 

                                    (単位：千円) 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 長期性預金 

(2)  投資有価証券 

    その他有価証券 

(3)  関係会社株式 

    その他の関係会社 

(4)  長期借入金(*1,2) 

(5)  リース債務(*1,2) 

100,000 

 

452,173    

 

610,167 

(1,246,656) 

(917,749)      

90,428  

 

452,173   

 

610,167 

(1,234,715) 

(896,119)     

 △9,571 

 

   - 

 

  - 

△11,940 

△21,630 

(*1) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

(*2) 長期借入金及びリース債務については、１年以内の返済予定分を含んでおります。 

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の3つのレベルに分類しております。 

レベル1 の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格によ

り算定した時価 

レベル2 の時価：レベル1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを

用いて算定した時価 

レベル3 の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価

を分類しております。 

(1)  長期性預金 

これらの時価について、長期性預金は取引金融機関から提示された価格によっており、

間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価のため、レベル 2 の時価に分類

しております。 

  (2) 投資有価証券       

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、上場株式は活発な市場で

取引されているため、 その時価をレベル 1 の時価に分類しております。債券は取引金

融機関から提示された価格によっており、間接的に観察可能なインプットを用いて算

定した時価のため、レベル 2 の時価に分類しております。 

  (3) 関係会社株式 

これらの時価について、取引所の価格によっており、上場株式は活発な市場で取引さ

れているため、 その時価をレベル 1 の時価に分類しております。 

  (4) 長期借入金、並びに(5)リース債務 

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定

される金利と、新規にリース取引を行った場合に想定される利率で割り出した現在価

値により算定しており、レベル 2 の時価に分類しております。 

 

 

 



 

Ⅷ．関連当事者との取引に関する注記  

 子会社及び関連会社等                          (単位：千円) 

属性 会社等の名称 議決権等

の所有

(被所有)

割合 

関連当事者 

との関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

子会社 ㈱ＴＳＳ 

プロダクション 

所有 

 直接 

 100% 

役務の受入 

役員の兼任 

番組制作委託 

及び 

事業運営委託 

916,773 未払金 93,789 

 

  取引条件及び取引条件の決定方針等 

委託費については、市場実勢をもとに価格を決定しております。 

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま

れております。 

   

Ⅸ．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額         5,268 円 91 銭 

１株当たり当期純利益              28 円 99 銭   

 

 


